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後期高齢者の医療費２割負担は止めて、「原則１割」の維持継続を求める 

意見書 

 

政府は、７５歳以上の高齢者の医療費窓口負担について、患者本人に２割負担の導入

を決めました。全世代型社会保障検討会議（議長・菅首相）が最終報告に盛り込み、昨

年１２月１５日に閣議決定したものです。しかし、国民世論は違います。日本医師会の

中川俊男会長は、会見で、新型コロナの感染拡大で受診控えによる健康への影響が懸念

される中、負担割合の引き上げは「さらなる受診控えを生じさせかねない」「高齢者に

追い打ちをかけるべきではない」「そもそも現行の１割を２倍にする議論自体が問題

だ」と厳しく指摘しています。こうした声に逆らい、２割への負担増方針を決定した政

府の姿勢は重大です。最終報告では、２割負担の対象について、年収２００万円以上、

夫婦とも７５歳以上の世帯で年収３２０万円以上としました。約３７０万人が該当しま

す。久喜市では５５７５人・３８０７世帯（比率では２５.９５％）の方が該当してし

まいます。負担増の実施日は、２０２２年１０月から２３年３月までの間としました。 

政府は２割負担の最大の口実に「若い世代の保険料上昇を少しでも減らす」ことを挙

げています。これは、議論のすり替えであり、政府の責任放棄です。高齢者の医療費を

若い世代に肩代わりさせる後期高齢者医療制度の仕組みをつくったのは今の与党です。

医療費に占める国庫負担分は、老人保健制度が始まった１９８３年の４５％から３５％

に減少しました。公費負担を減らすため、７５歳以上を無理やり一つの独立した制度に



 

押し込み、年齢で差別する後期高齢者医療制度の害悪は明らかです。２割負担の押し付

けに道理はありません。若い世代の負担軽減というなら、少なくとも国庫負担を４５％

に戻し、国としての公的役割を果たすべきです。受診控えなどで高齢者に必要な医療が

行き届いていないことこそ問題です。また、制度開始以来続けてきた低所得者への軽減

特例の廃止も暮らしに追い打ちをかけています。 

高齢者を含めた全ての世代の社会保障を拡充させることが必要です。２割負担導入は

撤回し、「原則１割」を継続し、高齢者の命と健康を守るべきです。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 
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